








































































































































































































































































２０１１年１月 ６９．４ －４．７ －９．３ ３２．０ ２．０ ８．２ １５７．６ －６８．８ ２．０ －４９．５
２０１１年２月 ４６１．９ ４．０ １０．３ ２２．０ ５７．６ ７７．２ ２２４．８ ３０．３ ３５．０ ０．７
２０１１年３月 －１３９．２ １．６ ６．２ ２１．４ ４０．４ ５２．８ ８３．７ －６７．６ －２７２．６ －５．２
２０１１年４月 －７３３．１ －８．４ －１１．８ －４７．２ ４９．４ １１．９ １７．６ －１３８．４ －５７６．９ －２９．５
２０１１年５月 －５４８．６ －６．８ －９．２ ０．８ －３０．９ －３８．２ ３８．１ －１６８．１ －２９４．１ －４０．１
２０１１年６月 －９１．７ －０．８ ７．７ ５７．３ －２６．２ －２６．０ １２４．５ －９６．１ －１４６．８ １４．６
２０１１年７月 －２００．９ －３．９ １３．０ ３６．７ －３８．７ －９．３ １５．５ －９５．１ －１０７．２ －１１．８
２０１１年８月 １４６．８ －２．８ ８．７ １１．０ １．３ １５．５ ２７．０ －４９．４ ７８．２ ５７．４
２０１１年９月 １３７．１ －３．９ １２．１ ９．３ －７．５ １０．２ －６．４ －４５．２ ７０．２ ９８．１
２０１１年１０月 －２１５．０ －１１．３ －１．９ ３４．５ －１５．３ －３．３ －６５．８ －１３６．０ －２．６ －１３．２
２０１１年１１月 －２４２．１ －３．３ ５．３ －２．５ －６９．２ －３３．０ －４５．８ －１０５．１ ４８．０ －３７．６













２０１１年１月 ５９１．９ ４０．０ ６７．６ ２１７．５ ３７．１ ６５．５ ４５．５ ７９．３ ３．８ ３５．５
２０１１年２月 ４４９．８ ２９．８ ８０．６ ２７４．１ ３１．８ ２７．７ ３．１ １２．８ ２９．５ －３９．６
２０１１年３月 ６０６．４ ３７．５ １３５．６ ２３２．６ １３．９ ８２．４ １８．２ １３．７ ９．５ ６３．０
２０１１年４月 ４６３．８ ７５．８ ５２．８ ２３６．７ ９２．２ ６８．５ －２．９ －５６．０ ４．７ －７．９
２０１１年５月 ６１７．８ ７８．５ ４８．０ ３５０．０ ６６．８ １０４．０ ２１．５ －３２．１ －３３．１ １４．２
２０１１年６月 ５１１．５ ４４．４ ３７．９ ３５２．７ ６９．７ ４７．８ －４６．１ ７．８ －５．２ ２．７
２０１１年７月 ５１５．９ ２０．８ ６２．９ ３５６．２ ８９．０ ４０．８ １８．６ －２１．８ －４０．４ －１０．２
２０１１年８月 ９９０．１ ５３．８ ５３．８ ６０８．４ ７８．２ ８７．９ ３９．１ －１７．１ ２１．９ ６４．２
２０１１年９月 ６１７．５ ４３．５ ３７．１ ４４６．０ ５９．４ ３２．０ －２．９ －６０．５ １９．４ ４３．６
２０１１年１０月 ８７９．４ ７７．５ １３．１ ４６４．７ ９０．４ ８１．９ ３４．６ ３０．０ ２６．２ ６０．９
２０１１年１１月 ６００．２ ８６．３ ６．０ ４０５．３ ８９．５ ３３．４ ７．７ －３４．４ １０．９ －２．８































平均成長率（％） 実質輸出 実質輸入 実質GDP 輸入のGDP弾性値
１９５６－６０ １１．９ １５．３ ８．８ １．７５
１９６１－７０ １５．９ １４．５ １０．１ １．４３
１９７１－８０ ９．４ ５．４ ４．４ １．２３
１９８１－９０ ５．７ ６．１ ４．６ １．３１
１９９１－００ ４．６ ３．７ １．２ ３．１０
２００１－０７ ６．８ ３．６ １．６ ２．２９




































































































































































































平均成長率（％） 実質輸出 実質輸入 実質GDP 輸入のGDP弾性値
１９５６－６０ ７．２ ５．７ ２．５ ２．２８
１９６１－７０ ５．９ ７．５ ４．２ １．７９
１９７１－８０ ７．２ ３．８ ３．２ １．２１
１９８１－９０ ５．５ ６．９ ３．２ ２．１３
１９９１－００ ７．１ ９．３ ３．４ ２．７４
２００１－０７ ３．９ ４．３ ２．４ １．８３
２００８－１０ ２．３ －１．８ －０．３ ６．０８
表３ 米国の実質輸出、実質輸入、実質GDPの平均成長率
（注）米商務省データをもとに作成。輸入の GDP弾性値の計算方法は表２と同じ。





























































３．２０１ １．１６８ －０．２４２ ０．３３８
０．９８０ １．７６３ －０．３６５
（０．００１） （０．００１） （０．０１１） （０．０４７）
１９８１－２０００
３．７５５ １．２７６ －０．２０２ ０．２２３
０．９８４ １．６４１ －０．２６０
（０．０００） （０．０００） （０．０１２） （０．１７６）
１９８１－２００７
３．５１３ １．１５４ －０．２２２ ０．３０４
０．９８９ １．６５７ －０．３１９
（０．０００） （０．０００） （０．００１） （０．０７２）
１９８１－２０１０
５．０７５ １．６５４ －０．２６７ －０．０２７
０．９８４ １．６１０ －０．２６０
（０．０００） （０．０００） （０．００１） （０．８５２）
輸入関数
１９８１－９６
－０．５９８ ０．２１５ －０．１３５ ０．７９５
０．９５２ １．０４９ －０．６６０
（０．９２１） （０．７３０） （０．４９８） （０．００６）
１９８１－２０００
－１．８３７ ０．３６３ －０．１０９ ０．７２８
０．９６７ １．３３６ －０．４０１
（０．７２２） （０．４７４） （０．５３７） （０．０００）
１９８１－２００７
－４．７８２ ０．５９２ ０．０１２ ０．７２５
０．９８２ ２．１４８ ０．０４２
（０．１０５） （０．０６５） （０．８８２） （０．０００）
１９８１－２０１０
－７．４３７ ０．８９４ ０．０６５ ０．６０１
０．９８０ ２．２３９ ０．１６２














１９８６－９０ ３．５ ５．９ －０．８ －１．６ ３．７ １１．４ １１．６ －１．５ １．３ ５．０
１９９１－００ ４．６ ４．５ －０．６ ０．７ ２．８ ３．７ ２．７ －０．４ １．４ １．２
２００１－０７ ６．８ ５．１ １．６ ０．１ ３．１ ３．６ ３．５ ０．９ －０．８ １．６




日本の貿易収支赤字は定着するのか 論 説 31
高に向かったことで、世界成長率が低いながらもプラス成長を維持した中で実質輸出を押し下げた。
６ まとめ
本稿では、足元で赤字が続いている名目純輸出（貿易・サービス収支）について、最新データに基
づくファクト・ファインディングを行った。この結果、名目純輸出の黒字縮小および赤字化に対して
は、２０００年代以降の近年は原油価格上昇に伴う交易条件の悪化が大きく寄与していることがわかっ
た。原油価格はリーマン・ショックによる景気の落ち込みに沿って急落し、その後の景気回復ととも
に上昇してきた。しかし、ユーロ危機の高まりなどにより世界経済に減速感が強まる中、これまでの
テンポで上昇を続ける公算は小さいであろう。実際、米WTI原油先物価格は２０１１年１１月初頭以降、
横ばい圏内の推移となっている９）。交易条件の面では、名目純輸出を一段と押し下げる力は少ないと
いえよう。
一方、輸出入関数の推定により、輸出の長期所得弾性値が低下傾向、輸入の長期所得弾性値は上昇
傾向にあることが明らかになった。この結果、日本と世界の成長率格差が縮小すると、実質純輸出の
縮小を通じて名目純輸出を押し下げることになる。２０１１年入り後に輸入の堅調な伸びが続いているこ
とも、震災に伴う特殊要因はあるものの、輸入の長期所得弾性値の上昇傾向と整合的である。今後、
復興需要などにより日本の経済成長率が高まる一方で、世界経済の停滞が続けば、名目純輸出の赤字
が予想以上に長引く可能性は小さくない。
しかし、そもそも、長期低迷にあった日本経済の成長率が高まることは喜ばしいことであり、その
結果として名目純輸出の赤字が定着すること自体は問題とはいえまい。結果として経常収支の黒字幅
が縮小し、大きく積み上がった日本の債務残高のファイナンスに悪影響を与える可能性はあろうが、
成長率が高まることで税収が増え、財政バランスを改善させる効果もある。
むしろ、長期間の低成長と低金利に慣れ切った財政運営の枠組みを改め、経済正常化の時期に備え
るとともに、早期のデフレ脱却と成長押し上げに向けての政策運営を進めることが重要であろう。社
会保障制度の抜本改革も急務である。抜本改革のための残り時間は少なくないことを、近年の名目純
輸出の赤字転化は示しているとも考えられよう。
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